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事業名
（箇所名）

大町ダム等再編事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
北陸地方整備局

担当課長名 小平　卓

実施箇所 長野県大町市

該当基準 準備・計画段階で一定期間（３年間）が経過している事業

事業諸元 大町ダム等の既設ダムを有効活用し、新たに洪水調節機能を確保

事業期間 平成27年度実施計画調査着手/平成41年度事業完了予定

総事業費
（億円）

約230 残事業費（億円） 約224

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・信濃川上流部（長野県内）において、昭和57年9月洪水、昭和58年9月洪水など、死傷者・家屋被害などの甚大な被害がでる洪水が発生。
・近年も、平成16年10月洪水では浸水家屋454戸、平成18年7月洪水では浸水家屋109戸、平成25年9月洪水では浸水家屋18戸の被害が発生。
　　昭和57年9月　床上浸水3,794戸、床下浸水2,425戸
　　昭和58年9月　床上浸水3,891戸、床下浸水2,693戸
　　平成16年10月　床上浸水31戸、床下浸水423戸
　　平成18年7月　床上浸水13戸、床下浸水96戸
　　平成25年9月　床上浸水1戸、床下浸水17戸

＜達成すべき目標＞
・洪水調節

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：114戸
　年平均浸水軽減面積：131ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成29年度
B:総便益
(億円)

1,991
EIRR
（％）

24.8

残事業の
投資効率

B:総便益
(億円)

1,991 C:総費用(億円) 146 B/C

C:総費用(億円) 148 B/C 13.4 B-C 1,843

13.6

13.5
資産（-10%～+10%） 12.3 15.0 12.1 14.8

事業の効
果等

・信濃川水系河川整備計画の整備の目標と同規模の洪水を想定した場合、大町ダム等再編事業により、浸水戸数90,474戸から88,030戸、浸水面
積が399.6km2から382.7km2へ軽減される。
・大町ダム等再編事業による効果発現時点において、昭和58年9月洪水と同規模の洪水を想定した場合、大町ダム等再編事業を実施しない場
合、千曲川・犀川流域では、想定死者数が398人（避難率40%）、災害時要援護者数が26,788人、最大孤立者数が33,713人（避難率40%）、電力停
止による影響人口が44,301人と想定されるが、大町ダム等再編事業を実施した場合、想定死者数が357人、災害時要援護者数が25,279人、最大
孤立者数が32,032人、電力停止による影響人口が41,709人に軽減される。

社会経済
情勢等の
変化

・想定氾濫区域内にかかる長野県内の市町村の人口は横ばいであるが、世帯数は増加傾向である。
・信濃川上流部は、資産の集中する長野市や北陸新幹線、長野自動車道、上信越自動車道などの高速交通機関をはじめとした交通基盤整備に
より広域交通体系の結節点としての拠点性、地域優位性を持っている。信濃川中・下流部は、政令指定都市新潟市、地方都市の長岡市や関東、
北陸、中部等の各地域を結ぶ基幹交通ネットワークを構成する上越新幹線、北陸自動車道、関越自動車道、国道8号、国道17号等の交通網が発
達しており、地域の経済活動や物流にとって非常に重要なエリアである。

感度分析

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 12.6 14.4 12.5 14.2
残工期（+10%～-10%） 13.6 13.7 13.4

事業の進
捗状況

・平成27年度から実施計画調査に着手。
・実施計画調査では、これまでに土砂対策検討及び環境調査等を実施。
・これまでの実施計画調査の成果及び社会情勢の変化を踏まえ、引き続き、共同事業者（予定）と調整を図り、最適な土砂対策計画の検討等を
実施しているところ。
・平成29年度末まで執行済額約6億円　進捗率は3％。

対応方針
理由

・信濃川上流部においては、近年では平成16年10月、平成18年7月、平成25年9月の洪水により浸水被害等が発生していることから安全・安心な
川づくりについて、地元からは本事業の推進に対する強い要望がある。
・また、流域には資産の集中する長野市、政令都市新潟市、長岡市等の主要都市を有し、新幹線、自動車道等の交通網が整備されており、これ
ら人命、資産を洪水被害から防御する「大町ダム等再編事業」は沿川の地域発展の基盤となる重要な事業である。
・事業を継続することにより、洪水に対する安全度の向上が期待でき、事業の費用対効果も十分に見込める。

その他

＜長野県の意見＞
大町ダム等再編事業に関する国の対応方針（原案）については、異存ありません。
なお、当該事業の実施にあたっては、引き続きコスト縮減に努め、効果が早期に発現されるよう、事業の着実な推進をお願いします。

＜新潟県の意見＞
県民の命と暮らしを守り、豊かな新潟県を創るため、事業の継続を望みます。

事業の進
捗の見込
み

・本事業の実施においては、犀川、千曲川、信濃川の治水安全度の向上のために、新たに洪水調節機能を確保することの重要性に鑑み、効果
の継続的発現に向けた最適な土砂対策計画等について検討している。
・事業の推進に対する地元からの強い要望もあることから、今後も引き続き計画的に事業の進捗を図ることとしている。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

 ・実施計画調査では、新たに確保する洪水調節機能を安定的に発揮するために、土砂対策における最適な土砂搬出・処理計画等の検討におい
て、新工法、新技術の採用等によりコスト縮減に努める。

対応方針 継続

＜再評価＞
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大町ダム等再編事業 位置図
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